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(57)【要約】
【課題】粉体処理装置において、回転軸の端面部に設置
された拡散部材とケーシングとの間にある隙間からの粉
体の漏洩を抑止する。
【解決手段】複数の攪拌部材を外周部に設け、かつ水平
に設置した回転軸と、前記攪拌部材に対して間隙を隔て
て位置する内周部を有したケーシングとを備え、前記回
転軸の回転に伴い移動する前記攪拌部材によってケーシ
ング内の粉体を攪拌処理する粉体処理装置であって、前
記回転軸が軸方向の動力を伝達する側のみで支持され、
前記回転軸の端面部に拡散部材を設けてあり、前記回転
軸が軸方向の動力を伝達する側と対向するケーシング側
面に、気体を排気可能な貫通口を有する粉体処理装置に
おいて、貫通口が水平に貫通した、気体が排気可能な中
空の円筒状の内挿管を設けてあり、該内挿管が、前記回
転軸の端面部と対向し、かつ前記拡散部材の内部に位置
する粉体処理装置である。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の攪拌部材を外周部に設け、かつ水平に設置した回転軸と、前記攪拌部材に対して
間隙を隔てて位置する内周部を有したケーシングとを備え、前記回転軸の回転に伴い移動
する前記攪拌部材によってケーシング内の粉体を攪拌処理する粉体処理装置であって、
　前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側のみで支持され、
　前記回転軸の端面部に拡散部材を設けてあり、
　前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側と対向するケーシング側面に、気体を排気可能
な貫通口を有する粉体処理装置において、
　貫通口が水平に貫通した、気体が排気可能な中空の円筒状の内挿管を設けてあり、
　該内挿管が、前記回転軸の端面部と対向し、かつ前記拡散部材の内部に位置する
　ことを特徴とする粉体処理装置。
【請求項２】
　前記内挿管が円環状であり、該内挿管の中心が回転軸の中心軸と同一線上にあることを
特徴とする請求項１に記載の粉体処理装置。
【請求項３】
　前記回転軸の端面部が円環状の窪みとして構成されることを特徴とする請求項２に記載
の粉体処理装置。
【請求項４】
　前記円環状の窪みが円錐状の窪みであることを特徴とする請求項３に記載の粉体処理装
置。
【請求項５】
　内挿管の端部がラッパ状に構成されることを特徴とする請求項２ないし４のいずれかに
記載の粉体処理装置。
【請求項６】
　前記内挿管に連通する排気管が上向きに設置されることを特徴とする請求項２ないし５
のいずれかに記載の粉体処理装置。
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粉体の混合や表面改質を行う粉体処理装置に関し、たとえば、トナー、粉体
塗料、磁性材料、電池材料、医薬品などの混合に用いられる、撹拌部材の回転軸が水平に
構成された片持ちの混合装置などの粉体処理装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、種々の粉体処理装置や粉体処理方法が提案されている。特許文献１には、「
複数の攪拌部材を外周部に設けた水平に設置した回転軸と、前記攪拌部材に対して微小間
隙を隔てて位置する内周部を有したケーシングとを備え、前記回転軸の回転に伴い移動す
る前記攪拌部材によってケーシング内の処理物を攪拌処理する処理装置であって、前記回
転軸が軸方向の動力を伝達する側のみで支持し、前記回転軸の端面部に拡散部材を設けて
おり、前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側と対向するケーシング側面に気体を排気可
能な貫通口を有した粉体混合装置」が例示されている。
　特許文献１の段落［００６５］に記載されているように、この粉体混合装置は、回転軸
の根元側から空気等を供給することができ、貫通口に連通する排気管から該空気等を排気
する構造を有する。しかし、この粉体混合装置は、たとえばトナーのような、粒径が数μ
ｍの微粒子を原料粉体として混合する際には、排気流に乗って原料粉体が貫通口から外部
へ漏洩してしまうという問題があった。
　また、特許文献２には、「複数の攪拌部材を外周部に設けた回転軸と、前記攪拌部材に
対して空間を隔てて位置する内周部を有したケーシングとを備え、前記回転軸の回転に伴
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い移動する前記攪拌部材によってケーシング内の処理物を攪拌処理する処理装置であって
、前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側のみで支持し、前記回転軸の端面部に拡散部材
を設けており、前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側と対向するケーシング側面に気体
を排気可能な貫通口を有した粉体処理装置であって、貫通口が垂直に貫通した、気体が排
気可能な中空の円筒状の内挿管を設けてある粉体処理装置」が例示されている。
　この粉体処理装置は、特許文献１に示された装置と同じく、回転軸の根元側から空気等
を供給することができ、内挿管を通じて排気される。この内挿管は、混合槽の整流に用い
られるものであることが、特許文献２の段落［００６１］に示されている。また、段落［
００６３］には、内挿管は、羽根車等で構成される回転体の上部に位置することが示され
ている。
　特許文献１、２に示されている粉体処理装置は、回転軸の端面部に拡散部材を設けるこ
とにより、攪拌部材の作用が及びにくい当該端面部とケーシングとの間隙に入り込もうと
する処理物たる粉体原料に対し、拡散部材によって遠心力を生ぜしめ、当該端面部への処
理物の移動を抑制し、その結果、攪拌作用を受けないまま排出される処理物の発生を抑止
することができると供に、前記貫通口部から粉体原料を遠ざけることによって、排気部か
らの粉の漏洩を緩和することができるのであるが、粉体の漏洩防止効果が十分でなく、加
工後の製品収率が低下するという問題があった。
【０００３】
【特許文献１】特開２００５－２７０９５５号公報
【特許文献２】特開２００７－１５５９２４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は上記問題点に鑑みてなされたものであり、回転軸の端面部に設置された拡散部
材とケーシングとの間にある隙間からの粉体の漏洩を抑止することができる粉体処理装置
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　すなわち、以下の１ないし６の発明によって、上記課題は解決される。
１．複数の攪拌部材を外周部に設け、かつ水平に設置した回転軸と、前記攪拌部材に対し
て間隙を隔てて位置する内周部を有したケーシングとを備え、前記回転軸の回転に伴い移
動する前記攪拌部材によってケーシング内の粉体を攪拌処理する粉体処理装置であって、
前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側のみで支持され、前記回転軸の端面部に拡散部材
を設けてあり、前記回転軸が軸方向の動力を伝達する側と対向するケーシング側面に、気
体を排気可能な貫通口を有する粉体処理装置において、貫通口が水平に貫通した、気体が
排気可能な中空の円筒状の内挿管を設けてあり、該内挿管が、前記回転軸の端面部と対向
し、かつ前記拡散部材の内部に位置することを特徴とする粉体処理装置である。
２．前記内挿管が円環状であり、該内挿管の中心が回転軸の中心軸と同一線上にあること
を特徴とする前記１に記載の粉体処理装置である。
３．前記回転軸の端面部が円環状の窪みとして構成されることを特徴とする前記２に記載
の粉体処理装置である。
４．前記円環状の窪みが円錐状の窪みであることを特徴とする前記３に記載の粉体処理装
置である。
５．内挿管の端部がラッパ状に構成されることを特徴とする前記２ないし４のいずれかに
記載の粉体処理装置である。
６．前記内挿管に連通する排気管が上向きに設置されることを特徴とする前記２ないし５
のいずれかに記載の粉体処理装置である。
【発明の効果】
【０００６】
　本発明によれば、回転軸の端面部に設置された拡散部材とケーシングとの間にある隙間
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からの粉体の漏洩を抑止することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００７】
　以下に、本発明を実施するための最良の形態を図面に基づいて説明する。なお、いわゆ
る当業者は特許請求の範囲内における本発明を変更・修正をして他の実施形態をなすこと
は容易であり、これらの変更・修正はこの特許請求の範囲に含まれるものであり、以下の
説明はこの発明における最良の形態の例であって、この特許請求の範囲を限定するもので
はない。
　図１は、本発明の実施形態の一例を示す粉体処理装置の概略断面図である。この粉体処
理装置は、図１に示されるように、ジャケット（冷却用又は加熱用媒体の流路）４に包ま
れた円筒形のケーシング１の中心部に、複数の板状の攪拌部材３を外周部に設けた回転軸
２を備えている。攪拌部材３は、回転軸２の軸方向に対し傾斜をつけた角度で配置され、
送り用攪拌部材３ａと戻し用攪拌部材３ｂとで構成されている。送り用攪拌部材３ａと戻
し用攪拌部材３ｂとは、交互に配置されている。
　ケーシング１と攪拌部材３の間には空間が設けられている。回転軸２の回転に伴い移動
する攪拌部材３によってケーシング１内の処理物を攪拌処理するよう構成している。回転
軸２は軸受部７によって片側で支持され、モーター等で構成される不図示の駆動部と連結
している。原料投入口５はケーシング１の例えば軸受部７側端部における上部に、製品排
出口６は原料投入口５に対し例えば反対の端部にあたるケーシング１の軸受部７の反対側
端部における下部に設けられている。
【０００８】
　上記回転軸２は軸方向の一端側（図１における左側）のみで支持され、上記ケーシング
１は回転軸２の軸方向の一端側（図１における左側）でのみ開口し他端側（図１における
右側）で閉塞した有底筒状に形成されている。また、ケーシング１は、攪拌部材３との間
の空間を覆う作動位置（図１に示す位置）と攪拌部材３との間の空間を覆わない非作動位
置（図示せず）とに回転軸２の軸方向に沿って移動可能に構成されている。回転軸２の端
面部２ａには拡散部材１０が備えられている。
　ケーシング１は、たとえばガイド棒１２およびボス１３によって支持され、回転軸２の
軸方向に沿って移動可能とされる。また、ケーシング１には、ケーシング内での温度上昇
に伴う空気の膨張による圧力を開放したり、回転軸２の軸シール部（図示せず）のシール
エアを逃がしたりするために、排気管１５を備える。排気管１５には、装置から漏洩した
粉塵飛散を防備するために、フィルタ１６を備えることが好ましい。図１において、１１
は冷却用又は加熱用媒体の流路である。
　本装置は、ケーシング１の内周部の径（図示せず）をＤ１とし、回転軸２の外周部の径
（図示せず）をＤ２とすると、Ｄ１はＤ２の１．４～２倍に構成することが好ましい。
【０００９】
　粉体処理装置において内挿管を設置したときの設置形態の一例を図２に示す。図２は、
図１に示す粉体処理装置において排気管１５が水平に設置されているときの拡散部材１０
、排気管１５周辺の拡大図である。図２に示すように、拡散部材１０とケーシング１の内
壁は、互いに摩擦しないよう隙間９を隔てて位置する。排気管１５は、貫通口８を通じて
内挿管１４に連通している。内挿管１４は、隙間９よりも深くケーシング１内に進入する
よう構成される。内挿管１４の進入深さは、少なくとも隙間９の高さよりも大きく、かつ
、図２にＨで示す拡散部材１０の高さ（拡散部材からケーシング内面へ向かう垂直方向へ
の高さ）の１０％以上の進入深さに設置される。内挿管１４の進入深さは、拡散部材１０
の高さの２０％以上であることが好ましい。内挿管１４は、拡散部材の高さの１０％以上
、好ましくは２０％以上の隙間を隔てて回転軸端面部２ａに近接することが好ましい。ま
た、この隙間は、隙間９と同じかそれ以上の大きさで構成されることが好ましい。
　内挿管１４の外周部および内周部は、特別な事情が無ければ、円環状に構成されること
が好ましい。また、内挿管１４の中心軸は、回転軸２の中心軸と同一線上にあることがさ
らに好ましい。
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【００１０】
　図３は、粉体処理装置における内挿管の設置形態の別例を示す。図３に示すように、内
挿管１４に対向する端面部２ａに、窪み１７が形成されている。窪み１７は、円錐状に構
成されることが好ましく、窪みの外形（直径）は、拡散部材１０の回転半径の内径よりも
小さく、かつ、内挿管の外径よりも大きく構成される。
　図４は、内挿管の設置形態の別例を示す。図４に示すように、内挿管はその端部がラッ
パ管状である内挿管１４ａとして構成される。内挿管１４ａの最大内径は、拡散部材１０
の回転半径の内周径よりも小さく構成されることが好ましい。窪み１７が形成されていて
もよく、窪み１７が形成される場合には、窪み１７の外径よりも小さく構成される。窪み
１７の外径（直径）は内挿管の最大内径よりも大きく構成される。内挿管の最大内径はＤ
１の３０～７０％程度とすることができる。また、ラッパ管における最大内径はＤ１の５
０～８５％程度とすることができる。
　ラッパ管は、図４のように断面が直線状に広がるような形状に構成されてもよいし、図
示しないが、断面が滑らかな曲線状（弧を描くような形状）で構成されてもよい。
【００１１】
　図２ないし４に示すように内挿管を設置することにより、回転軸の端面部に設置された
拡散部材とケーシングとの間にある隙間からの粉体の漏洩を抑止することができる。これ
は、内挿管によって、前記隙間の出口部、すなわち拡散部材の内周部側の隙間部に壁がで
きることで、前記隙間を流れる気流を削減するとともに、内挿管の周囲に発生する旋回流
による遠心力で、前記隙間を通過した粉体の一部を、再び拡散部材部位に追いやる作用が
得られるためである。
　このように、隙間部に対する壁効果を、回転する拡散部材部のクリアランスの全周にわ
たって均等に得るために、内挿管は円筒であり、内挿管の中心が回転軸の中心軸と同一線
上にくるように設置されることが好ましい。
　また、内挿管が回転軸中心軸と同一線上にあることで、内挿管の周囲に、効率的に旋回
流を形成することができる。
【００１２】
　さらに、前記内挿管に対向する回転軸端面部に、円環状の窪みを設置することが好まし
い。回転軸端面部に窪みを形成することで、内挿管の外周部を通過してしまった粉体が、
さらに内挿管の内側方向へ進入することを抑止することができる。この窪みの作用として
は複数の理由が考えられるが、例えば窪みによって回転軸端面部と内挿管の端面との距離
が離れることで、内挿管端面周辺において内挿管方向へ流れる気流ベクトルの速度を低下
させ、相対的に回転軸周囲に形成される旋回流の遠心力を大きくする作用が例示できる。
　円環状の窪みの形状としては、例えば円筒状や、円錐状の窪みなどを挙げることができ
るが、特に円錐状の窪みが、円錐の周囲に粉体を排除する効果が高く、好適である。
　内挿管の端部の、特に好ましい形状は、端部がラッパ管状に形成されることである。ラ
ッパ管状に形成することで、内挿管の端部に向かって流れる粉体が、内挿管の端部に達す
る直前に、拡散部材近傍に追いやることができる。
【００１３】
　以上の構成を経てなお内挿管に達してしまった粉体を幾ばくでも捕捉するために、内挿
管に連通する排気管は、水平や下向きでなく、上向きに設置されることが好ましい。図５
に、排気管の好ましい設置形態を示す。排気管１５の上向きの角度（θ）は、排気管１５
の内壁に付着した粉体が管壁から貫通口８へ落下できるよう、水平方向に対して３０°以
上の角度に構成されることが好ましい。また、この角度の上限は、７０°程度である。こ
の角度が大きすぎると、貫通口部における管内の気流の偏りが出てくる。言い換えれば気
流の速い部位と遅い部位ができてしまい、貫通口部の気流の速い部位では粉体の流出をか
えって促進してしまう。
【実施例】
【００１４】
　本発明の効果を実験結果によって以下に示す。
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実施例１ないし５および比較例１、２
　実験装置としては、図１に示した装置を用いた。実施例では、図２ないし５に示した内
挿管周囲の構造を有する装置を用い、表１に示す構造の組み合わせとした。比較例では、
内挿管を有しない従来形態の装置を用い、表１に示す条件で実験を行った。
　その他の実験条件として、混合装置のケーシング内径を約１３０．８ｍｍ、仕込み体積
を０．５Ｌとした。回転軸２の外周部の径は７０ｍｍとした。実施例においては、内挿管
の最大内径および外径をそれぞれ３５．７ｍｍ、４２．７ｍｍとした。このとき、拡散部
材の回転内径および回転外径はそれぞれ５５ｍｍ、９０ｍｍとした。
　さらにラッパ管を用いる場合はラッパ管の最大内径および最大外径をそれぞれ４１．６
ｍｍ、４８．６ｍｍとした。このとき、拡散部材の回転内径および回転外径はそれぞれ５
５ｍｍ、９０ｍｍとした。さらに円錐状の窪みを使用するときは、円錐の外形は５０ｍｍ
とし、円錐の深さは１０ｍｍとした。
　比較例においては、内挿管を有しないが、排気管と処理装置の連結部の口径（内径）は
３５．７ｍｍとして、実施例における内挿管の内径と同じとした。
　電気抵抗式粒度分布測定器によって測定した重量平均径Ｄ４が約５．２μｍのトナー粒
子を１８０ｇ投入し、トナー原料１ｋｇあたり４ｋＷのモーター負荷（混合機の混合中の
動力から、混合機の空転動力を差し引いた値を、トナー１ｋｇあたりに換算した値）で３
分間混合した。
　得られた製品について、その回収率で評価した。排気管を経て外部へ漏洩する粉体原料
が減少すると、製品の回収率が向上するため、回収率は高いほど優れた効果を有すると判
断する。
　製品の回収率は、混合装置内での付着の影響や、回収方法の影響をキャンセルするため
に、図１に示すフィルタ１６内に捕捉された粉体の質量を、投入量１８０ｇから差し引い
て回収量を求め、この回収量に基づいて製品回収率（％）を求めた。その結果を表１に示
す。
【００１５】
【表１】

　表１から、内挿管を備える実施例１ないし５は、内挿管を備えない比較例１、２と比べ
ていずれも回収率が１０％以上高く、本発明が優れた効果を示していることが確認された
。
　また、実施例１、２と実施例３ないし５の対比から、内挿管がラッパ管であると、高い
効果が得られることが確認された。さらに、実施例１と２などの対比によって、窪みを有
するものがより優れていること、また、実施例４と５との対比によって、排気管は角度を
持って設置されることが製品回収率の点から有効であることが確認された。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の粉体処理装置の実施形態の一例を示す図である。
【図２】本発明の粉体処理装置における内挿管の設置の実施形態を示す図である。
【図３】本発明の粉体処理装置における内挿管と回転軸端面の設置の実施形態を示す図で
ある。
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【図４】本発明の粉体処理装置における内挿管の設置の実施形態を示す図である。
【図５】本発明の粉体処理装置における排気管の設置の好ましい実施形態を示す図である
。
【符号の説明】
【００１７】
１　ケーシング
２　回転軸
２ａ　回転軸端面部
３　攪拌部材
３ａ　送り用攪拌部材
３ｂ　戻し用攪拌部材
４　ジャケット
５　原料投入口
６　製品排出口
７　軸受部
８　貫通口
９　隙間
１０　拡散部材
１１　冷却用又は加熱用媒体の流路
１２　ガイド棒
１３　ボス
１４　内挿管
１４ａ　ラッパ管状の内挿管
１５　排気管
１６　フィルタ
１７　窪み
Ｈ　拡散部材の高さ
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